第２章　大阪の産業・ポテンシャル


大阪府における事業所数、従業者数は、東京都に次いで多く、全国に占める割合は平成21年にそれぞれ7.4％、7.8％となっています。産業別に事業所数、従業者数の構成比をみると、「卸売業，小売業」の割合が最も高いですが、「宿泊業，飲食サービス業」や「医療，福祉」など各種のサービス業も高い割合を占めています。
府内総生産の産業別構成比の推移をみると、「サービス業」の構成比は、平成22年度で22.3％と最も高い割合を占めています。さらに「運輸業」「情報通信業」「不動産業」「金融・保険業」を加えた広義のサービス業では51.9％と府内総生産の半分を超えています。

大阪府における事業所の開業率は2.9％と、全国の2.6％を若干ながら上回っています。一方で、廃業率は7.1％と開業率を上回り、全国の6.3％と比べて高くなっています。

また、大阪における資本金100億円以上の企業は、他府県への本社移転等によって減少傾向にあります。

こうした厳しい状況がみられますが、大阪府には多数の大学、研究機関が立地していることや、企業との共同研究、技術移転等が進められていることで、多くのイノベーションが創出されています。平成24年度の産業財産権の出願件数は、国内出願で全国の14.5％を、国際出願では全国の20.6％を占めています。
「関西イノベーション国際戦略総合特区」の指定を受け、大阪府の有するこうした研究開発におけるポテンシャルが、さらに生かされるものと期待されます。

ここでは、大阪府の産業構造を把握するため、産業別の事業所数、従業者数、府内総生産の構成をみるとともに、大阪経済のダイナミズムを示す指標である開業率と廃業率をとりあげています。また、大阪府の産業ポテンシャルとなる大学の数や学生数、産業財産権の出願件数などを紹介しています。

２－１．主要府県の事業所数・従業者数

	平成21年における大阪府の事業所数（全産業）は44万9,766か所と東京都に次いで多く、全国に占める割合は7.4％です。また、従業者数（全産業）も489万4,353人と東京都に次いで多く、全国に占める割合は7.8％となっています。


[image: image1.emf]主要府県の事業所数・従業者数

（単位：事業所、人）

(注) 全産業（事業内容等不詳を除く）。

(総務省「平成21年 経済センサス」)

主要府県の事業所数・従業者数

（単位：事業所、人）

(総務省「平成18年 事業所・企業統計調査」)

(注) 全産業。

(単位：事業所）

事業所数

 民営

個人 法人

会社 会社以外

の法人

A～S全産業 449,766 443,848 190,189 251,845 230,192 21,653 1,814 316,722 25,834 99,478 5,918

A～B農林漁業

284 282 - 278 214 64 4 196 21 61 2

C鉱業，採石業，砂利採取業

18 18 1 17 17 - - 11 2 5 -

D建設業

30,136 30,136 7,111 23,022 22,970 52 3 24,223 1,907 4,003 -

E製造業

53,417 53,415 19,205 34,200 34,148 52 10 41,524 5,334 6,547 2

F電気・ガス・熱供給・水道業

425 212 - 212 207 5 - 25 22 165 213

G情報通信業

7,407 7,407 306 7,086 6,985 101 15 4,105 729 2,558 -

H運輸業，郵便業

12,014 11,896 2,632 9,255 9,145 110 9 6,012 1,100 4,775 118

I卸売業，小売業

114,794 114,794 44,555 70,194 69,130 1,064 45 71,152 8,188 35,409 -

J金融業，保険業

6,155 6,154 580 5,569 4,924 645 5 2,409 203 3,537 1

K不動産業，物品賃貸業

40,389 40,368 14,682 25,602 25,232 370 84 34,250 1,258 4,776 21

L

学術研究，専門・技術サービス業 20,633 20,517 9,631 10,855 10,085 770 31 17,207 973 2,306 116

M宿泊業，飲食サービス業

61,830 61,775 44,436 17,324 17,168 156 15 47,275 1,526 12,959 55

N生活関連サービス業，娯楽業

32,839 32,675 22,240 10,410 10,136 274 25 24,150 1,430 7,070 164

O教育，学習支援業

13,816 11,252 6,355 4,859 3,477 1,382 38 7,290 578 3,346 2,564

P医療，福祉

28,946 27,688 14,854 12,577 4,444 8,133 257 21,352 1,276 4,803 1,258

Q複合サービス事業

1,561 1,561 40 1,521 1,106 415 - 137 17 1,407 -

Rサービス業（他に分類されないもの）

23,974 23,698 3,561 18,864 10,804 8,060 1,273 15,404 1,270 5,751 276

S

1,128 - - - - - - - - - 1,128

（総務省「平成21年　経済センサス」）

　

　　　　　　　　　　経営組織



　産業大分類

　　「経済センサス」では、（１）商業・法人登記等を活用して、事業所・企業の捕捉範囲を拡大していること、（２）本社等

　の事業主が支社等の情報も一括して報告する方式を導入していることなど、「事業所・企業統計調査」とは調査方法が異なる

　ため、「事業所・企業統計調査」の結果と単純に比較することは適切ではない。

（参考）大阪府の産業大分類別・経営組織別事業所数(平成21年)                                  

公務（他に分類されるものを除く）

愛知県

全国 100.0

単独

事業所

本所・

本社・

本店

支所・

支社・

支店

経営組織別

国・

地方

公共

団体等

本所・支所の別

法人で

ない

団体

6.4

5,911,038

愛知県

全国

大阪府

東京都

神奈川県

100.0 58,634,315

690,556

335,601 5.7 3,762,487

11.7 8,704,870

平成21年

449,766

694,212

315,002

事業所数

大阪府

東京都

神奈川県

全国に占める割合（％） 全国に占める割合（％）

15.1

428,247 7.2 4,450,505 7.6

3,694,587

4,006,646

4,894,353

9,520,835

344,523

6,043,300

従業者数

平成18年

事業所数 従業者数

全国に占める割合（％） 全国に占める割合（％）

62,860,514

7.4

11.5

5.2

5.7

100.0

5.9

6.4

100.0

7.8

14.8

288,962 4.9 3,332,355 5.7

２－２．産業大分類別民営事業所数・構成比

	平成24年の大阪府における産業大分類別にみた民営事業所数の構成比は、「卸売業，小売業」が25.7％と最も高く、他の都府県と比べても高い比率になっています。一方、「製造業」は11.6％と「卸売業，小売業」の半分程度の比率になっています。


[image: image2.emf]産業大分類別民営事業所数（平成24年）

(単位：事業所）

構成比(%) 構成比(%) 構成比(%) 構成比(%)

442,249 701,848 313,856 331,581

408,713 100.0 627,357 100.0 290,603 100.0 316,912 100.0

 農林漁業 258 0.1 462 0.1 627 0.2 857 0.3

 鉱業，採石業，砂利採取業 26 0.0 52 0.0 32 0.0 97 0.0

 建設業 26,772 6.6 42,564 6.8 29,849 10.3 28,728 9.1

 製造業 47,442 11.6 50,050 8.0 19,898 6.8 39,379 12.4

 電気・ガス・熱供給・水道業 200 0.0 376 0.1 144 0.0 203 0.1

 情報通信業 6,342 1.6 21,792 3.5 4,071 1.4 3,605 1.1

 運輸業，郵便業 10,925 2.7 16,718 2.7 7,387 2.5 7,419 2.3

 卸売業，小売業 105,056 25.7 154,579 24.6 67,842 23.3 79,439 25.1

 金融業，保険業 5,761 1.4 10,758 1.7 3,912 1.3 4,931 1.6

 不動産業，物品賃貸業 36,977 9.0 58,658 9.4 29,485 10.1 19,242 6.1

 学術研究，専門・技術サービス業 18,384 4.5 41,024 6.5 12,753 4.4 13,198 4.2

 宿泊業，飲食サービス業 56,359 13.8 88,821 14.2 38,716 13.3 42,409 13.4

 生活関連サービス業，娯楽業 30,388 7.4 46,171 7.4 25,076 8.6 26,195 8.3

 教育，学習支援業 10,974 2.7 16,331 2.6 10,562 3.6 11,296 3.6

 医療，福祉 28,791 7.0 39,701 6.3 22,979 7.9 18,968 6.0

 複合サービス事業 1,303 0.3 1,773 0.3 1,086 0.4 1,358 0.4

 サービス業（他に分類されないもの）

22,755 5.6 37,527 6.0 16,184 5.6 19,588 6.2

      (総務省「平成24年　経済センサス活動調査」）

（注）総計には、事業内容等が不詳な企業も含む。平成24年2月現在の数値。
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２－３．産業大分類別民営事業所従業者数・構成比
	平成24年における大阪府内の民営事業所で働く従業者数の産業大分類別の構成比は、「卸売業，小売業」が22.6％と最も高く、「製造業」、「医療，福祉」の順に続きます。
４都府県とも「卸売業，小売業」の構成比は高いものの、愛知県では「製造業」が最も高く、神奈川県では「宿泊業，飲食サービス業」が、東京都では「サービス業（他に分類されないもの）」が10％を超えているなど、それぞれで特色がみられます。


[image: image3.emf]産業大分類別民営事業所の従業者数（平成24年）

(単位：人）

構成比(%) 構成比(%) 構成比(%) 構成比(%)

4,334,776 100.0 8,657,850 100.0 3,370,857 100.0 3,637,298 100.0

 農林漁業 2,522 0.1 3,585 0.0 6,434 0.2 9,188 0.3

 鉱業，採石業，砂利採取業 205 0.0 465 0.0 237 0.0 770 0.0

 建設業 240,514 5.5 468,233 5.4 216,088 6.4 226,338 6.2

 製造業 648,017 14.9 706,571 8.2 487,115 14.5 901,724 24.8

 電気・ガス・熱供給・水道業 15,014 0.3 30,953 0.4 8,343 0.2 14,182 0.4

 情報通信業 150,807 3.5 785,899 9.1 113,339 3.4 76,415 2.1

 運輸業，郵便業 268,875 6.2 467,518 5.4 208,301 6.2 215,531 5.9

 卸売業，小売業 981,745 22.6 1,924,047 22.2 661,294 19.6 719,814 19.8

 金融業，保険業 122,338 2.8 414,185 4.8 68,766 2.0 81,862 2.3

 不動産業，物品賃貸業 152,153 3.5 343,789 4.0 110,139 3.3 79,734 2.2

 学術研究，専門・技術サービス業 135,023 3.1 422,454 4.9 152,549 4.5 98,295 2.7

 宿泊業，飲食サービス業 429,189 9.9 852,465 9.8 351,122 10.4 346,983 9.5

 生活関連サービス業，娯楽業 179,899 4.2 349,770 4.0 162,803 4.8 153,553 4.2

 教育，学習支援業 129,771 3.0 322,333 3.7 120,239 3.6 108,864 3.0

 医療，福祉 484,203 11.2 644,732 7.4 405,605 12.0 301,231 8.3

 複合サービス事業 13,288 0.3 19,966 0.2 14,225 0.4 14,261 0.4

 サービス業（他に分類されないもの）

381,213 8.8 900,885 10.4 284,258 8.4 288,553 7.9

（注）平成24年2月現在の数値。 (総務省「平成24年　経済センサス」）
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産業大分類別民営事業所の従業者構成比（平成24年）

サービス業（他に分類されないもの）
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教育，学習支援業
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２－４．開業率・廃業率
	平成18～21年における大阪府の事業所の開業・廃業についてみると、開業率は全産業で2.9％と全国を上回っています。廃業率も全産業で7.1％と全国を上回っています。また産業別にみてもこの傾向は同様であり、大阪府は全国よりも開業率が高い一方、廃業率も高くなっています。


[image: image4.emf]年平均事業所開業率・廃業率（民営）（平成18～21年）

(単位：％)
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(総務省「平成21年　経済センサス」)

（注）ここではサービス業を「情報通信業」「不動産業，物品賃貸業」「学術研究，専門・技術

サービス業」「宿泊業，飲食サービス業」「生活関連サービス業，娯楽業」「教育，学習支援

業」「医療，福祉」「複合サービス事業」「サービス業（他に分類されないもの）」の合計とし

た。
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［開業率・廃業率］

開業率（廃業率）は、「新設事業所数（廃業事業所数）を年平均にならした数」の「期首において既

に存在している事業所」に対する割合として計算したもの。

※開業率＝100×（新設事業所数÷調査間隔（年））÷期首の事業所数

＝100×（新設事業所数÷30×12）÷（存続事業所数＋廃業事業所数）

※廃業率＝100×（廃業事業所数÷調査間隔（年））÷期首の事業所数

＝100×（廃業事業所数÷33×12）÷（「平成18年事業所・企業統計調査」の事業所数）

「平成21年経済センサス」では、従来の「事業所・企業統計調査」と比べて、事業所・企業の捕捉範囲

を拡大している。そのため、従来とは分析対象が異なり、開業事業所数は捕捉拡大後の数値、廃業事業

所数は捕捉拡大前の数値であるため、開業率・廃業率を計算する際には注意が必要である。開業率を算

出する際には、分母に捕捉拡大後の事業所数を、廃業率を計算する際には、分母に捕捉拡大前の事業所

数を用い、それぞれ適切な調査間隔で調整をして、計算を行った。
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２－５．産業大分類別府内総生産・構成比

	大阪府における、この10年間の産業別府内総生産構成比の推移をみると、サービス業の割合が増加しており、平成22年度では22.3％と全産業中で最も高い割合を占めています。一方で、製造業の割合は横ばい、また卸・小売業の割合は２割を割り込むまでに低下しています。


[image: image5.emf]産業大分類別府内総生産(名目：実額)の推移

（単位：百万円）

平成13

年度

14 15 16 17 18 19 20 21 22

34,846 35,734 36,887 38,055 37,015 37,184 37,287 38,072 38,099 38,417

3,209 2,901 2,857 2,417 2,484 2,536 2,313 1,873 1,420 1,422

6,108,996 5,992,706 6,057,451 6,140,312 6,010,138 5,909,654 6,171,018 5,820,356 5,242,958 5,349,990

1,755,042 1,723,796 1,670,762 1,769,659 1,673,139 1,630,636 1,578,934 1,753,225 1,556,858 1,386,792

1,239,616 1,219,330 1,182,290 1,161,947 1,057,482 1,017,050 950,971 918,788 1,014,713 1,021,506

8,131,546 7,336,051 7,153,549 7,228,292 7,500,822 7,412,453 7,528,988 7,103,669 6,205,684 6,317,214

2,469,017 2,493,920 2,491,413 2,468,880 2,499,354 2,405,133 2,313,808 1,844,707 1,821,254 1,774,526

4,477,279 4,414,458 4,457,432 4,464,059 4,547,735 4,733,871 4,708,700 4,740,030 4,781,344 4,742,655

1,848,669 1,828,726 1,799,157 1,850,980 1,870,217 1,925,936 1,961,574 1,868,672 1,726,574 1,781,271

2,520,119 2,498,139 2,509,763 2,480,578 2,394,307 2,406,922 2,455,269 2,521,881 2,477,936 2,467,303

7,759,391 7,713,354 7,598,534 7,658,679 7,774,931 7,988,326 8,329,527 8,386,367 8,155,846 8,095,787

3,460,927 3,418,241 3,368,036 3,338,580 3,247,210 3,250,214 3,268,730 3,166,177 3,071,630 3,045,573

174,709 183,501 196,727 198,574 302,359 336,633 344,775 343,510 261,090 361,858

39,983,366 38,860,857 38,524,858 38,801,012 38,917,193 39,056,548 39,651,894 38,507,327 36,355,406 36,384,314

（大阪府統計課「大阪府民経済計算」）

(注）１.　93SNA及び平成17年基準。

２.　四捨五入等のため、合計が不一致になる場合がある。
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２－６．大阪府における大企業の本社数

	大阪府における資本金100億円以上の企業数について、本社立地の分類別にみると、大阪から本社を移転する動きが続いています。


[image: image6.emf]大阪における本社数の推移（資本金100億円以上企業）

（単位：社、％）

第I分類

（単独本社）

第II分類

(複数本社

[主])

第III分類

(複数本社

[従]）

48 23 8 79 - 79

(60.8) (29.1) (10.1) (100.0)

-

89 42 12 143 2 145

(62.2) (29.4) (8.4) (100.0)

<81.0> <83.5>

92 50 13 155 2 157

(59.4) (32.3) (8.4) (100.0)

<8.4> <8.3>

92 53 13 158 7 165

(58.2) (33.5) (8.2) (100.0)

<1.9> <5.1>

75 47 17 139 18 157

(54.0) (33.8) (12.2) (100.0)

<-12.0> <-4.8>

72 38 11 121 33 154

(59.5) (31.4) (9.1) (100.0)

<-12.9> <-1.9>

（東洋経済新報社「会社四季報」1985、1990、1995、2000、2005、2010年各第1集より作成）

（注）（　）内は、第I～第III分類企業合計に対する割合。また、< >内は企業数の対前期変化率。
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ここで用いている分類は以下のとおり

第Ⅰ分類（単独本社企業） ＝大阪にのみ本社を置く企業

第Ⅱ分類（複数本社企業[主]）＝複数本社制を採用し、大阪に主たる本社を置く企業

第Ⅲ分類（複数本社企業[従]）＝複数本社制を採用し、他府県に主たる本社を置く企業

第Ⅳ分類（元大阪本社企業） ＝昭和59年以降のいずれかの調査時点に大阪に本社を置いていたが、

現在は置いていない企業


２－７．大学数・学生数・院生数
	大阪府には、56校の大学があり、そこでは226,725人の学生が学び、12,956人の教員が教育、研究に取り組んでいます。これらの数は、東京都に次ぐ全国第２位の多さです。


[image: image7.emf]大学数、学生数、院生数（平成24年度）

大阪府 東京都 神奈川県 愛知県 京都府 兵庫県 福岡県 全国

大学数（校） 56 138 29 51 33 42 34 783

学生数（人） 226,725 730,825 203,134 190,168 162,108 126,526 121,756 2,876,134

教員数（人） 12,956 48,857 5,151 10,499 9,500 6,693 8,486 177,570

（文部科学省「平成24年度 学校基本調査」)　

(注)１.学校数については、大学本部（事務局）の所在地による。

    ２.学生数については、在籍する学部・研究科等の所在地による。なお、学生数には学部生のほか

       大学院、専攻科及び別科の学生並びに聴講生等を含む。

    ３.教員数については、専任教員のみで、大学本部(事務局）による。
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２－８．産業財産権の出願件数

	平成24年における大阪府の出願件数は60,526件で、全国の14.5％を占めています。国際特許の出願件数では、大阪府の出願件数は前年より12.7％増加して8,748件となり、全国の20.6％を占めています。


[image: image8.emf](1) 国内産業財産権出願件数

（単位：件）

平成11

年

12 13 14 15 16 17 18 19

大阪府 89,210 96,159 91,986 86,345 86,873 87,246 83,963 80,871 78,066

東京都 234,838 259,248 254,430 242,586 239,052 245,781 251,663 239,563 241,512

神奈川県 39,050 40,664 35,958 34,109 33,134 34,047 35,004 30,809 23,801

愛知県 28,730 31,623 32,609 32,772 34,370 34,977 36,197 36,536 37,539

全国 508,620 555,692 535,586 511,926 512,623 522,588 527,142 500,830 492,254

特許 実用新案 意匠 商標

大阪府 70,940 64,913 62,985 61,419 60,526 42,549 835 5,488 11,654

東京都 227,663 204,111 202,133 194,468 200,188 146,300 1,573 10,001 42,314

神奈川県 23,801 22,449 23,178 24,203 24,907 18,295 375 1,804 4,433

愛知県 37,642 31,980 32,855 33,110 33,920 27,135 405 1,886 4,494

全国 463,122 421,262 417,216 405,216 416,787 287,013 6,292 27,934 95,548

(注) 特許、実用新案、意匠、商標の合計。日本人による出願件数。

     

(2) 国際特許出願件数

（単位：件）

平成16

年

17 18 19 20 21 22 23 24

大阪府 4,277 5,212 5,705 5,190 5,436 5,934 6,767 7,761 8,748

東京都 10,130 11,457 12,659 13,254 13,991 14,834 15,365 18,394 21,412

神奈川県 922 1,811 1,645 2,157 1,335 1,471 1,890 2,546 2,859

愛知県 748 1,144 1,437 1,556 2,090 2,104 2,286 2,922 2,782

全国 19,680 24,137 26,323 26,823 27,913 29,109 31,318 37,826 42,500

(注) 内国計。 (特許庁「特許行政年次報告書」各年版）
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中小企業の定義
以下で示した業種ごとに資本金と従業員のいずれか一方を満たす会社と、個人事業者を中小企業基本法（第２条）では中小企業と定義しています。
	
	卸売業
	小売業
	サービス業
	製造業その他

	資本金
	１億円以下
	５千万円以下
	５千万円以下
	３億円以下

	従業員
	100人以下
	50人以下
	100人以下
	300人以下


それぞれの業種については、「日本標準産業分類」に沿い、以下のように範囲が定められています。
	卸売業
	大分類Ｉ（卸売業、小売業）のうち
  中分類50（各種商品卸売業）         中分類51（繊維・衣服等卸売業）
  中分類52（飲食料品卸売業）  
中分類53（建築材料、鉱物・金属材料等卸売業）
中分類54（機械器具卸売業）         中分類55（その他卸売業）

	小売業
	大分類Ｉ（卸売業、小売業）のうち
  中分類56（各種商品小売業）         中分類57（織物・衣服・身の回り品小売業）
  中分類58（飲食料品小売業）         中分類59（機械器具小売業）
  中分類60（その他小売業）           中分類61（無店舗小売業）
大分類Ｍ（宿泊業、飲食サービス業）のうち
  中分類76（飲食店）                 中分類77（持ち帰り・配達飲食サービス業）

	サービス業
	大分類Ｇ（情報通信業）のうち
  中分類38（放送業）                 中分類39（情報サービス業）
  小分類411（映像情報制作・配給業）  小分類412（音声情報制作業）
  小分類415（広告制作業）            
小分類416（映像・音声・文字情報制作に附帯するサービス業）
大分類Ｋ（不動産業、物品賃貸業）のうち
  中分類70（物品賃貸業）
  小分類693（駐車場業）
大分類Ｎ（生活関連サービス業、娯楽業）【除く、小分類791（旅行業）】
大分類Ｏ（教育、学習支援業）
大分類Ｐ（医療、福祉）
大分類Ｑ（複合サービス業）
大分類Ｒ（サービス業＜他に分類されないもの＞）

	製造業その他
	上記に含まれないもの全て


（注）細分類7282（純粋持株会社）及び、全ての小分類の「管理、補助的経済活動を行う事業所」については、企業グループ内の主たる経済活動の分類と同一とみなす。
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